
証券コード：8700

株主総会にご出席いただけない場合

書面（郵送）により議決権を行使くださいます
ようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2022年６月22日（水曜日） 午後５時まで

開催日時
2022年６月23日（木曜日） 午前10時
受付開始：午前９時

開催場所
名古屋市東区武平町5－1
名古屋栄ビルディング 12階 特別会議室

議　　案
第1号議案　定款一部変更の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取

締役を除く）4名選任の件
第3号議案　監査等委員である取締役3名

選任の件

　 　

第80期　定時株主総会

招集ご通知
　

丸八証券株式会社
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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
また、新たに株主となられた皆様には、心より御礼申し上げます。

　当社第80期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）定時株主総会
招集ご通知をお届けするにあたり、ご挨拶申し上げます。

　当社は地域に密着した、お客様との対面を中心とした営業活動を　　　
ビジネスの中心軸とし、お客様とマーケットをつなぐ証券会社として、

　・資金性格を鑑みた適切な助言

　・的確な金融商品の提示

　・適時投資情報の提供の継続

を以て貢献し、企業価値の向上に努めてまいります。

　また、当社は、安定的かつ継続的な配当を通じて株主の皆様への利益　
還元を経営の重要課題と位置づけております。

　すべては経営理念『未来の安心のために』丁寧に対応してまいりますの
で、お客様、株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、　
ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。

2022年6月

代表取締役社長

鈴 木  卓 也

経営理念

『未来の安心のために』
お客様へ　  堅実な資産形成と喜びを
株主様へ　  永続的な成長と喜びを
従業員へ　  考え働く幸福と喜びを
社　会へ　  地元愛知への貢献と喜びを

ごあいさつ
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【重要】株主様の安全確保および感染拡大防止のための措置

　本定時株主総会における新型コロナウイルス感染拡大防止への対応につきまして、以下のとおりご案内申し上げま
す。株主の皆様におかれましては、何卒ご理解・ご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。

＜株主様へのお願い＞
・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本年はご来場を見合わせることをご検討いただき、可能な限り書面
（郵送）による議決権の事前行使をお願い申し上げます。
・特に、感染による影響が大きいとされるご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠をされている方におかれましては、
ご来場をお控えいただくことをお勧めいたします。

＜ご来場される株主様へのお願い＞
・株主総会開催日時点での国内における感染状況やご自身の体調をご確認のうえ、ご来場についてご判断いただきま
すようお願い申し上げます。
・必ずマスクのご持参、着用をお願い申し上げます。また、受付など複数箇所にアルコール消毒液を設置いたします
ので手指消毒へのご協力をお願い申し上げます。マスクを着用されない方はご入場をお断りする場合がございます
ので予めご了承ください。
・受付付近で検温を実施させていただき、発熱があると認められる方、体調不良と見受けられる方にはご入場をお断
りする場合がございますので予めご了承ください。
・座席の間隔を確保するため、座席数が例年より大幅に減少いたします。入場は先着順とさせていただき、満席とな
った際は入場をお断りする場合がございますので予めご了承ください。

＜当社の対応について＞
・株主総会出席役員および運営スタッフは、検温を含め体調を確認のうえ、マスク着用で応対をさせていただきま
す。
・当日は、開催時間を短縮する観点から、議場における報告事項や議案の詳細な説明は省略させていただきます。株
主の皆様におかれましては、事前に本招集通知にお目通しいただきますようお願い申し上げます。

※今後の新型コロナウイルス感染症拡大の状況等により、株主総会の運営に変更が生ずる場合は、下記ウェブサイト
（https://www.maruhachi-sec.co.jp/）にてお知らせいたします。

以　上
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株 主 各 位 証券コード  8700
2022年６月８日

名古屋市中区新栄町二丁目4番地

丸八証券株式会社
代表取締役社長　 鈴木　卓也

■1 日　　時 2022年６月23日（木曜日）午前10時
（受付開始時刻は午前9時を予定しています。）

■2 場　　所 名古屋市東区武平町5－1
名古屋栄ビルディング 12階 特別会議室

■3 目的事項 報告事項 第80期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
事業報告および計算書類報告の件

決議事項 第1号議案　定款一部変更の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）4名選任の件
第3号議案　監査等委員である取締役3名選任の件

■4  議決権行使についての
ご案内 ４頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
　 なお 、 株主総会参考書類 ならびに 事業報告 および 計算書類 に 修正 が 生 じた 場合 は 、 インターネット 上 の 当社 ホームページ
（https://www.maruhachi-sec.co.jp/）に掲載させていただきます。

本総会におけるお土産の配布は中止させていただきます。
その他、新型コロナウイルス感染症対応につきまして前頁をご参照ください。

第80期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　この度、新型コロナウイルス感染症（COVID－19）に罹患された方々およびご関係者の皆様、また、感染症の拡
大により影響を受けられている皆様に、心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早いご回復をお祈りいたしま
す。
　さて、当社第80期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本年はご来場を見合わせることをご検討いただき、可能な限
り書面（郵送）による議決権の事前行使をお願いいたします。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう
え、2022年６月22日（水曜日）当社営業時間終了時（午後５時）までに到着するようご返送くださいますようお願
い申し上げます。

敬　具
記

以　上
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株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

日時
2022年6月23日（木曜日）
午前10時（受付開始:午前9時）

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください）

行使期限 2022年6月22日（水曜日）午後5時到着分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の2つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書用紙のご記入方法

第１号議案について 第２号議案・第３号議案について
賛 成 の 場 合 →賛 に○印 全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
反 対 の 場 合 →否 に○印 全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印

一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

→賛 に○印をし、反対する候補者
番号を下の空欄に記入

議 決 権 行 使 書
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.
議 決 権 の 数
　　　　　　　　個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○

※議決権行使書用紙はイメージです。
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第1号議案 定款一部変更の件

現行定款 変更案
第１条～第13条（条文省略） 第１条～第13条（現行どおり）

（新　設） (電子提供措置等)
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類

等の内容である情報について、電子提供措置をとるも
のとする。

2． 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で
定めるものの全部または一部について、議決権の基準
日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面
に記載しないことができる。

第14条～第21条（条文省略） 第15条～第22条（現行どおり）

株主総会参考書類

1. 提案の理由
①「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし書きに規定する改正規定が2022
年9月1日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり条文を新設する
ものであります。
（1）変更案第14条第1項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨を定め

るものであります。
（2）変更案第14条第2項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定するため

の規定を設けるものであります。
（3）上記条文の新設に伴い、現行定款第14条以下を1条ずつ条数を繰り下げるものであります。
（4）本議案に基づく定款変更の効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

②取締役会の柔軟な運営を可能とすることならびに意思決定の客観性および透明性の向上を図ることを目的とし
て、取締役会の議長および招集権者を業務執行から独立した社外取締役においても務めることができるよう、
現行定款22条（取締役会の招集権者および議長）について、必要な変更を行うものであります。

2. 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

(下線は変更部分を示します。)
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現行定款 変更案

(取締役会の招集権者および議長) (取締役会の議長および招集権者)
第22条 取締役会は、法令に別段の定めある場合を除き、取締

役会長がこれを招集し、議長となる。
第23条 取締役会は、取締役の中から、取締役会議長１名を選

定する。ただし、取締役会議長に事故あるときは、予
め取締役会の定めた順序にしたがい、他の取締役が議
長となる。

2． 取締役会長に欠員または事故があるときは、取締役社
長が、取締役社長に事故があるときは、取締役会にお
いて予め定めた順序に従い、他の取締役が取締役会を
招集し、議長となる。

2． 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取
締役会議長が招集する。ただし、取締役会議長に事故
あるときは、予め取締役会の定めた順序にしたがい、
他の取締役が招集する。

第23条～第40条（条文省略） 第24条～第41条（現行どおり）

附　則 附　則

第1条～第2条（条文省略） 第1条～第2条（現行どおり）

（新　設） (電子提供措置等に関する経過措置)
第3条 定款第14条の新設およびこれに伴う条数の繰り下げ

は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第70
号）附則第1条ただし書きに規定する改正規定の施行
の日である2022年9月1日（以下「施行日」という）
から効力を生ずるものとする。

第4条 前条の規定にかかわらず、施行日から6か月以内の日
に開催される株主総会に係る招集手続きはなお従前の
例による。

第5条 前2条および本条は、施行日から6か月を経過した後に
これを削除する。
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第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）4名選任の件

候補者番号
所有する当社の株式数 500株
在任年数 １年
取締役会出席状況 10/10回1 た

田
 

 
じま

島
 

　
ひろ

寛
 

 
み

美 (1957年9月22日)

再 任
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1980年    4月 東京証券㈱（現 東海東京証券㈱） 入社
    1995年    8月 同社 上野支店長
    1999年    3月 同社 熊本支店長
    2002年    2月 東海東京証券㈱ 春日部支店長
    2004年    3月 同社 福岡支店長
    2006年    9月 同社 東日本リテール部長
    2007年    4月 同社 人事部長
    2008年    4月 同社 執行役員 経営企画部長
    2009年    4月 同社 参与 検査部担当
    2010年    11月 東海東京ビジネスサービス㈱ 常務取締役
    2012年    4月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱

執行役員 戦略事業 グループ副担任

    2013年    1月 同社 執行役員 戦略事業グループ担任付・
特命担当（提携合弁証券設立準備委員長）

    2013年    1月 池田泉州TT証券準備㈱ 代表取締役
    2013年    9月 池田泉州TT証券㈱ 代表取締役副社長
    2017年    4月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス

㈱常務執行役員 総合リスク管理グループ担任
    2019年    4月 同社 専務執行役員 総合リスク管理グループ

担任
    2020年    5月 同社 顧問

2021年    6月 当社 顧問
    2021年    6月 当社 代表取締役会長（現任）

(選任理由)
　田島寛美氏は、証券業界での豊富な実務経験や知見に加え、経営者としての経験を有しており、それら経験
等を当社の経営に活かすことが、当社の企業価値の向上に資すると判断し、取締役候補者といたしました。

　

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ）全員（４名）は、本総会終結の時をもって
任期満了となります。つきましては、取締役4名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について、当社の監査等委員会は、すべての取締役候補者について適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号
所有する当社の株式数  500株
在任年数  １年
取締役会出席状況  10/10回2 すず

鈴
 

 
き

木
 

　
たく

卓
 

 
や

也 (1966年2月24日)

再 任
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1990年    4月 東京証券㈱（現 東海東京証券㈱） 入社
    2007年    2月 東海東京証券㈱ 瀬戸支店長
    2009年    10月 同社 ミッドランド・プレミアサロン支店長
    2010年    4月 同社 ミッドランド・プレミアオフィス部長
    2012年    4月 同社 京都支店長
    2014年    4月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 

執行役員ビジネス戦略グループ副担任 兼ビジネ
ス戦略部長

    2015年    4月 東海東京証券㈱ 執行役員 ダイレクトチャネル本
部長

    2016年    4月 同社 常務執行役員 営業支援本部長
    2017年    4月 ㈱ETERNAL 代表取締役会長
    2019年    4月 東海東京証券㈱ 専務執行役員

リテールカンパニー長
    2020年    5月 同社 専務執行役員 ウェルスマネジメントカ

ンパニー長
    2021年    4月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス

㈱ 顧問
2021年    6月 当社 顧問

    2021年    6月 当社 代表取締役社長（現任）

(選任理由)
　鈴木卓也氏は、証券業界での豊富な実務経験や知見に加え、経営者としての経験を有しており、それら経験
等を活かして業務執行していただくことが、当社の企業価値の向上に資すると判断し、取締役候補者といたし
ました。

　

候補者番号
所有する当社の株式数  －株
在任年数  １年
取締役会出席状況  10/10回3 すえ

末
 

 
やす

安
 

　
けん

堅
 

 
じ 

二 (1944年2月23日)

再 任

社 外

独 立
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1967年    4月 ㈱東海銀行（現 ㈱三菱UFJフィナンシャル・グ

ループ） 入行
    1994年    6月 同行 取締役
    1996年    6月 同行 常務取締役
    1998年    6月 同行 常務執行役員
    1999年    6月 同行 専務執行役員
    2002年    1月 ㈱中京銀行 顧問
    2002年    6月 同行 代表取締役頭取
    2011年    1月 同行 代表取締役会長
    2011年    6月 同行 特別顧問
    2012年    5月 タキヒヨー㈱ 非常勤監査役

    2014年    6月 東海東京アカデミー㈱ 非常勤取締役（現
任）

    2015年    6月 名港海運㈱ 非常勤監査役
    2015年    8月 学校法人名古屋学院大学 理事長
    2021年    6月 当社 社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
東海東京アカデミー㈱ 非常勤取締役

(選任理由および期待される役割の概要)
　末安堅二氏は、長年にわたり金融機関の経営に携わり、金融機関の経営と地域金融に関する豊富な経験、知
識を有しております。同氏においては、当社のコンプライアンス体制ならびにガバナンス体制の強化につい
て、取締役の職務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待しております。
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候補者番号
所有する当社の株式数  －株
在任年数  ２年
取締役会出席状況  12/12回4 やま

山 
だ

田　
ひさ

尚 
たけ

武 (1964年8月1日)

再 任

社 外

独 立
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1992年    4月 名古屋弁護士会（現 愛知県弁護士会）

弁護士登録
    1996年    4月 しょうぶ法律事務所 開設
    2002年    4月 社団法人（現 公益社団法人）名古屋青年会議所

専務理事
    2008年    4月 静岡大学法科大学院教授
    2012年    4月 愛知県弁護士会副会長
    2013年    6月 弁護士法人しょうぶ法律事務所 設立
    2020年    6月 当社 社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
弁護士法人しょうぶ法律事務所 代表社員
リーガルAI㈱ 代表取締役
VTホールディングス㈱ 社外取締役

(選任理由および期待される役割の概要)
　山田尚武氏は、長年にわたり弁護士法人、事業法人の経営に携わるとともに、弁護士としての豊富な経験と
専門知識を有しております。同氏においては、引続き当該知見を活かして特に当社のコンプライアンス体制な
らびにガバナンス体制の強化について、専門家の観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等をいただく
ことを期待しております。

　
(注) 1. 末安堅二氏および山田尚武氏は、社外取締役候補者であります。

2. 田島寛美氏および鈴木卓也氏の「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」の欄には、当社の親会社である
東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱およびその子会社・関連会社における、現在または過去10年間の業務執行
者であるときの地位および担当を含めて記載しております。

3. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　末安堅二氏が非常勤取締役（非業務執行取締役）を務める東海東京アカデミー㈱は、当社の親会社である東海東京フィ
ナンシャル・ホールディングス㈱の子会社です。また、山田尚武氏が代表社員を務める弁護士法人しょうぶ法律事務所、
代表取締役を務めるリーガルAI㈱および社外取締役を務めるVTホールディングス㈱と当社の間に特別の利害関係はありま
せん。
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4. 当社は、非業務執行取締役が期待される役割を充分発揮できるよう、非業務執行取締役との間で、損害賠償責任を限定す
る契約を締結できる旨を定款で定めております。
　当社は、末安堅二氏および山田尚武氏と当社の間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しており、両氏が取締役に再任された場合、当該契約を継続する予定であります。
　その契約内容の概要は次のとおりであります。

・非業務執行取締役が当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第1項の最低責任限度額を限度として、その責任を
負う。

・上記の責任限定が認められるのは、非業務執行取締役がその責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過
失がないときに限るものとする。

5. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の
内容の概要は、招集ご通知23頁に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認されますと、各候補者は、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

6. 当社は、末安堅二氏および山田尚武氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
り、両氏が再任された場合には、引き続き独立役員として指定する予定であります。
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第3号議案 監査等委員である取締役3名選任の件

候補者番号
所有する当社の株式数  －株
在任年数  ２年
取締役会出席状況  12/12回1 こ

小 
ざわ

澤　
まさ

眞 
と

人 (1959年2月23日)

再 任

社 外
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1982年    4月 丸万証券㈱（現 東海東京証券㈱） 入社
    1996年    9月 東海丸万証券㈱（現 東海東京証券㈱）

三田支店長
    2000年    10月 東海東京証券㈱ 関内支店長
    2002年    2月 同社 東京金融法人部長
    2008年    4月 同社 人事部長
    2010年    11月 同社 業務指導統括部長 兼

事故・紛争グループリーダー

    2014年    4月 同社 常務執行役員 コンプライアンス本部長
    2016年    4月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス

㈱ 常務執行役員
    2018年    4月 東海東京ビジネスサービス㈱ 代表取締役社長
    2019年    4月 ㈱ETERNAL 副社長
    2020年    5月 東海東京フィナンシャル・ホールディングス

㈱ 顧問
    2020年    6月 当社　社外取締役常勤監査等委員（現任）

(選任理由および期待される役割の概要)
　証券会社での豊富な経験と幅広い知識を有し各種業務に精通しており、適切かつ的確に常勤監査等委員であ
る社外取締役としての職務を遂行していただけるものとして選任をお願いするものであります。

　

　監査等委員である取締役全員（3名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査等委
員である取締役3名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　また、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号
所有する当社の株式数  －株
在任年数  ５年
取締役会出席状況  12/12回2 まる

丸 
やま

山　
ひろ

弘 
あき

昭 (1946年3月14日)

再 任

社 外

独 立
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1970年    4 月 日本合成ゴム㈱（現 JSR㈱）入社
    1972年    4 月 ㈱第一会計計算センター（現 ㈱ダイテック） 入社
    1974年    11月 公認会計士丸山弘昭事務所開設
    1981年    10月 熱田コンピューターサービス㈱

（現 ㈱アタックス）設立
    1985年    3 月 同社 代表取締役（現任）

    1991年    10月 丸山弘昭税理士事務所開設
    2002年    6月 アタックス税理士法人設立 代表社員（現任）
    2010年    6月 トヨタ車体㈱ 社外監査役（現任）
    2013年    1月 フジパングループ本社㈱ 社外監査役（現任）
    2017年    6月 当社 社外取締役監査等委員（現任）

（重要な兼職の状況）
アタックス税理士法人 代表社員
トヨタ車体㈱ 社外監査役
フジパングループ本社㈱ 社外監査役

(選任理由および期待される役割の概要)
　公認会計士・税理士としての専門的な知識と幅広い経験を有しており、それらを当社の監査等委員である社
外取締役として当社の監査等に活かしていただきたいためであります。また、同氏は、税理士法人等の経営者
として豊富な経験を有するとともに、多くの事業会社等の監査役、取締役を経験しており、適切な助言等をい
ただけるものとして監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

　

候補者番号
所有する当社の株式数  －株
在任年数  ６年
取締役会出席状況  12/12回3 すず

鈴 
き

木　
だい

大 
すけ

輔 (1954年8月3日)

再 任

社 外

独 立
　

「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」
    1977年    4月 野村證券㈱ 入社
    1989年    7月 同社 新百合ヶ丘支店長
    1992年    6月 同社 四日市支店長
    1995年    6月 同社 富山支店長
    1998年    7月 同社 事業法人資金運用部長
    2001年    7月 同社 金融マネジメント部長

    2003年    4月 同社 グループ法人部長
    2003年    12月 同社 年金運用ソリューション室長
    2005年    6月 野村アセットマネジメント㈱　取締役
    2011年    4月 同社 リテールクライアント本部参事
    2016年    6月 当社 社外取締役監査等委員（現任）

(選任理由および期待される役割の概要)
　証券会社において幅広い業務経験を有するとともに、証券金融業界での経営者としての豊富な経験を有して
おり、業務執行の適正性の他、経営の妥当性について、適切な助言をいただけるものとして監査等委員である
社外取締役候補者といたしました。
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(注) 1. 当社は、各候補者との間に特別の利害関係はありません。また、当社は、丸山弘昭氏が代表取締役を務める㈱アタック
ス、代表社員を務めるアタックス税理士法人および社外監査役を務めるトヨタ車体㈱、フジパングループ本社㈱との間に
特別の利害関係はありません。

2. 小澤眞人氏の「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」の欄には、当社の親会社である東海東京フィナン
シャル・ホールディングス㈱およびその子会社における、現在または過去10年間の業務執行者であるときの地位および担
当を含めて記載しております。

3. 小澤眞人氏、丸山弘昭氏および鈴木大輔氏は、社外取締役候補者であります。
4. 当社は、非業務執行取締役が期待される役割を充分発揮できるよう、非業務執行取締役との間で損害賠償責任を限定する

契約を締結できる旨を定款で定めております。
　当社は、小澤眞人氏、丸山弘昭氏および鈴木大輔氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、各氏が監査等委員である取締役に再任された場合、当該契約を継続する
予定であります。
　その契約内容の概要は次のとおりであります。

・非業務執行取締役が当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第1項の最低責任限度額を限度として、その責任を
負う。

・上記の責任限定が認められるのは、非業務執行取締役がその責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過
失がないときに限るものとする。

5. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の
内容の概要は、招集ご通知23頁に記載のとおりです。監査等委員である取締役候補者の選任が承認されますと、各候補者
は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新
を予定しております。

6. 当社は、丸山弘昭氏および鈴木大輔氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
り、両氏が再任された場合には、引き続き独立役員として指定する予定であります。

以　上
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氏名 当社における地位等
第80期における
取締役会への
出席状況

経験および専門性

企業経営 証券・金融
ビジネス

コンプラ
イアンス

財務・
会計

法務・リスク
マネジメント

人事・
労務

た

田
じま

島　
ひろ

寛
み

美 代表取締役会長 再 任
　

100％
(10回／10回) ○ ○ ○ ○ ○

すず

鈴
き

木　
たく

卓
や

也 代表取締役社長 再 任
　

100％
(10回／10回) ○ ○ ○ ○ ○

すえ

末
やす

安　
けん

堅
じ

二 取締役 再 任 社 外 独 立
　

100％
(10回／10回) ○ ○ ○ ○

やま

山
だ

田　
ひさ

尚
たけ

武 取締役 再 任 社 外 独 立
　

100％
(12回／12回) ○ ○ ○ ○

こ

小
ざわ

澤　
まさ

真
と

人 監査等委員（常勤） 再 任 社 外
　

100％
(12回／12回) ○ ○ ○

まる

丸
やま

山　
ひろ

弘
あき

昭 監査等委員 再 任 社 外 独 立
　

100％
(12回／12回) ○ ○ ○ ○

すず

鈴
き

木　
だい

大
すけ

輔 監査等委員 再 任 社 外 独 立
　

100％
(12回／12回) ○ ○ ○ ○

(ご参考)
スキル・マトリックス（取締役の有する経験および専門性）

　本総会における第2号議案および第3号議案が承認可決された場合の当社取締役が有する経験および専門性は、以下のとおりであ
ります。

(注) 1. 山田尚武氏は弁護士であります。
2. 丸山弘昭氏は公認会計士、税理士であります。

以上
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1 会社の現況

(提供書面)
事業報告（2021年4月1日から2022年3月31日まで）

(1) 事業の経過および成果
　当事業年度のわが国経済においては、新型コロナ感染が拡大と収束を繰り返す中、経済活動抑制策が維持されたこ
とを受けて個人消費の停滞が続きました。また供給サイドでは、部品・部材不足から自動車業界を中心に生産縮小の
動きが拡大しました。その結果、日本経済は四半期毎にプラス成長とマイナス成長を交互に継続するなど、景気正常
化の遅れが顕著となりました。足元では、商品価格の上昇や円安等による物価高の影響が不安視されています。
　海外経済は、「ウィズ・コロナ」の政策の下で一定以上の経済活動を維持、回復基調を継続しました。そうしたな
か、足元ではインフレが大きな問題となっており、これに対抗するために各国中銀が金融引き締めを積極化させつつ
ある点は、今後の不安材料と言えそうです。
　国内株式市場では、４月に29,400円台で始まった日経平均が新型コロナ感染拡大等を受け夏場にかけて弱含み、
８月には一時27,000円を割り込みました。その後、９月初めの菅首相（当時）の退陣表明を機に急反発し、同月中
旬には一旦30,000円台を回復したものの、岸田新総裁の誕生を機に成長・改革への期待感が後退、日経平均はその
後年末にかけて28,000円台を中心とするボックス相場を継続しました。年明け以降は、米金利上昇やウクライナ情
勢の悪化等を受けて下落基調が継続、３月初旬には一時25,000円を下回りました。その後は反発したものの、最終
的に27,800円台で当事業年度を終えています。４～３月の東証１部の１日当たり平均売買代金は３兆1,687億円と
なり、前年同期の２兆8,091億円を上回りました。
　米国株式市場では、４月に33,000ドル近辺で始まったダウ平均が、景気正常化を背景に概ね上昇基調を継続しま
した。９月にやや大きな調整はあったものの、10月には好決算を材料に再度上値を追う展開となり、11月初旬には
過去最高値となる36,500ドル台を付けました。その後、同月終盤の新型コロナ変異種（オミクロン株）検出の報道
を受け、ダウ平均は一時34,000ドル近辺まで下げたものの、景気正常化シナリオが崩れない中、年末にかけて反
発、年明け４日には最高値を36,799.65ドル（終値ベース）まで伸ばしました。その後はFRB（米連邦準備制度理事
会）のタカ派化や、ウクライナ情勢の悪化などを背景に一時32,200ドル台まで下落しましたが、悪材料織り込み後
は反発に転じ、最終的に34,600ドル台で当事業年度を終えています。
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　このような状況のもと、当社は地域に密着した対面による営業をビジネスの柱とし、中長期的に成長が見込まれる
国内株式、米国株式および投資信託のほか、新たに仕組債の取扱いを始めるなど、商品ラインナップの拡充を図って
おります。また、お客様の利益の最大化と堅実な資産形成を実現していただくため、お客様のニーズに合わせた商品
の提案営業を推進するなど、お客様本位の業務運営を実現しつつ、新型コロナ感染への対策に十分留意しながら営業
展開しております。

　以上の結果、当事業年度の業績は、営業収益28億64百万円（前期比5.8％減）、純営業収益28億47百万円（同
6.1％減）、営業利益４億２百万円（同29.6％減）、経常利益４億52百万円（同25.5％減）、当期純利益２億88百
万円（同30.1％減）となりました。
　また、業績の概要は以下のとおりであります。

① 受入手数料
　当事業年度の受入手数料は、19億24百万円（前期比3.8％増）となりました。その内訳は以下のとおりであり
ます。
1）委託手数料
　「委託手数料」は、13億52百万円（同11.8％増）となりました。これは主に、株式売買高が増加したた
め、株式の委託手数料が12億57百万円（同7.2％増）になったことによるものです。

2）引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料
　「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」は、３百万円となりました。これは、株式の引
受手数料によるものです。

3）募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料
　「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」は、４億４百万円（同20.5％減）となりま
した。これは主に、投資信託の販売手数料の減少によるものです。

4）その他の受入手数料
　「その他の受入手数料」は、１億64百万円（同20.6％増）となりました。これは主に、投資信託の信託報
酬の増加によるものです。
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② トレーディング損益
　「トレーディング損益」は、８億72百万円（同21.4％減）となりました。その内訳は以下のとおりでありま
す。
1）株券等トレーディング損益
　「株券等トレーディング損益」は、５億６百万円（同36.4％減）となりました。これは主に、外国株式の
取引による収益が減少したことによるものです。

2）債券等トレーディング損益
　「債券等トレーディング損益」は、3億65百万円（同16.8％増）となりました。これは、外貨建債券による
収益が増加したことによるものです。

③ 金融収支
　金融収支は、51百万円（同24.4％減）となりました。これは、「金融収益」が68百万円（同11.2％減）、
「金融費用」が16百万円（同90.1％増）となったことによるものです。

④ 販売費・一般管理費
　販売費・一般管理費は、24億44百万円（同0.6％減）となりました。これは主に、「事務費」が24百万円減
少し４億33百万円（同5.3％減）、「不動産関係費」が13百万円減少し１億64百万円（同7.5％減）、「取引関
係費」が11百万円増加し２億53百万円（同4.8％増）、「減価償却費」が10百万円増加し34百万円（同44.1％
増）となったことによるものです。

⑤ 営業外損益
　営業外収益は、50百万円となりました。これは主に、「投資有価証券売却益」および「受取配当金」による
ものです。

⑥ 特別損益
　特別損益は、「金融商品取引責任準備金繰入れ」により、３百万円の損失となりました。

(2) 設備投資の状況
　当事業年度の設備投資の総額は34百万円であり、その主なものは、通話録音装置および印鑑検索システムの更改
等に係る設備投資等であります。

(3) 資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。
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(4) 対処すべき課題
　個人金融資産が2,000兆円を超えるわが国において、国民生活をより豊かにするとの観点から、資産運用の必要性
は学校教育過程に組み入れられるなど、直接金融の担い手である証券会社の重要性はより高まっています。
　このような状況下、当社は地域に密着した、お客様との対面を中心とした営業活動をビジネスの中心軸とし、お客
様とマーケットをつなぐ証券会社として、
　①資金性格を鑑みた適切な助言
　②的確な金融商品の提示
　③適時投資情報の提供の継続
を以て貢献し、企業価値の向上に努めてまいります。
　一方で、わが国における「少子高齢化」傾向は、次世代資産移転の必要性を迫っており、当事業年度から外部ビジ
ネスパートナーとの連携により「相続・贈与・整理」といった課題の解決にも努めてまいります。
　すべては経営理念『未来の安心のために』丁寧に対応してまいります。
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2,8642,898
2,421

3,040

第77期
（2018.4.1～2019.3.31）

第80期（当期）
（2021.4.1～2022.3.31）

第79期
（2020.4.1～2021.3.31）

第78期
（2019.4.1～2020.3.31）

（単位：百万円）営業収益

2,881
2,384

3,031

第77期
（2018.4.1～2019.3.31）

第80期（当期）
（2021.4.1～2022.3.31）

第79期
（2020.4.1～2021.3.31）

第78期
（2019.4.1～2020.3.31）

2,847

（単位：百万円）純営業収益

548

228

607

第77期
（2018.4.1～2019.3.31）

第80期（当期）
（2021.4.1～2022.3.31）

第79期
（2020.4.1～2021.3.31）

第78期
（2019.4.1～2020.3.31）

452

（単位：百万円）経常利益

9,700

7,449

9,957

7,346

8,698

6,752

8,722

7,064

第77期
（2018.4.1～2019.3.31）

第80期（当期）
（2021.4.1～2022.3.31）

第79期
（2020.4.1～2021.3.31）

第78期
（2019.4.1～2020.3.31）

■総資産　■純資産

（単位：百万円）総資産 /純資産

406

163

413

第77期
（2018.4.1～2019.3.31）

第80期（当期）
（2021.4.1～2022.3.31）

第79期
（2020.4.1～2021.3.31）

第78期
（2019.4.1～2020.3.31）

288

（単位：百万円）当期純利益

101.72

40.90

103.60

第77期
（2018.4.1～2019.3.31）

第80期（当期）
（2021.4.1～2022.3.31）

第79期
（2020.4.1～2021.3.31）

第78期
（2019.4.1～2020.3.31）

72.37

（単位：円）1 株当たり当期純利益

区　分 第77期
2018.4.1～2019.3.31

第78期
2019.4.1～2020.3.31

第79期
2020.4.1～2021.3.31

第80期（当期）
2021.4.1～2022.3.31

営業収益 2,898 2,421 3,040 2,864
(内受入手数料) 1,106 1,217 1,854 1,924
(内トレーディング損益) 1,716 1,113 1,109 872
純営業収益 2,881 2,384 3,031 2,847
経常利益 548 228 607 452
当期純利益 406 163 413 288
1株当たり当期純利益 101円72銭 40円90銭 103円60銭 72円37銭
総資産 8,722 8,698 9,957 9,700
純資産 7,064 6,752 7,346 7,449

(5) 財産および損益の状況の推移

(単位：百万円)

(注) 1. 1株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均の発行済株式総数で算定しております。
2. 当社は、2018年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。第77期の期首に当該株式併合が行われたものと
仮定して、1株当たり当期純利益を算定しております。

3. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数
値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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異動年月日 異動後の親会社 異動の理由

2021年４月16日 東海東京ＦＨ株式会社
エース証券株式会社

東海東京ＦＨ株式会社によるエース証券株式会社株式の
公開買付が実施され、東海東京ＦＨ株式会社がエース証
券株式会社の親会社となったため。

2021年11月15日 東海東京ＦＨ株式会社
エース証券株式会社が、2021年11月15日を効力発生日
として同社の保有する当社の株券持分43.6％を東海東京
ＦＨ株式会社に対して現物配当したため。

(6) 重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況
　当事業年度末において、当社議決権の43.6％を所有する東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会
社（以下、本項においては「東海東京ＦＨ株式会社」という。）は筆頭株主であり、会社法施行規則に規定する
実質支配力基準に基づく親会社であります。また、期初における当社の親会社はエース証券株式会社でしたが、
当期中において、次のとおり親会社の異動がありました。

　親会社である東海東京ＦＨ株式会社との間で、当社の重要な財務および事業の方針に関する株主総会決議事項
および経営上の重要事項に関し、その重要性に応じて事前協議または事後報告を経ることを合意しております。
具体的な事業運営に関しては、当社独自の経営判断と意思決定が行われている状況であり、自主性・独立性が確
保されているものと考えております。

② 子会社の状況
　該当事項はありません。

③ その他
　該当事項はありません。

-　21　-



(7) 主要な事業内容（2022年3月31日現在）
① 有価証券の売買
② 有価証券の媒介、取次ぎまたは代理
③ 有価証券の引受けおよび売出し
④ 有価証券の募集および売出しの取扱い
⑤ その他金融商品取引業に付随する業務

名古屋市中区新栄町二丁目4番地

西尾支店 愛知県西尾市桜木町三丁目17番地1

蒲郡支店 愛知県蒲郡市港町1番1号

安城支店 愛知県安城市御幸本町2番5号

庄内支店 名古屋市西区庄内通三丁目5番地

(8) 主要な営業所（2022年3月31日現在）
① 本店

② 支店

(注) 安城支店は2022年4月11日に愛知県安城市末広町８番４号に移転いたしました。

従業員数 前事業年度末比増減
145名 ８名減

(9) 従業員の状況（2022年3月31日現在）

借入先 区分 借入額
日本証券金融株式会社 信用取引借入金 ４億82百万円

(10) 主要な借入先の状況（2022年3月31日現在）

(11) その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 会社の株式に関する事項（2022年3月31日現在）

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 1,741,666 43.63

中　村　吉　孝 551,200 13.81

野村證券株式会社 220,100 5,51

野村プロパティーズ株式会社 217,700 5.45

山　口　秀　明 57,118 1.43

細　川　幸　祐 42,000 1.05

株式会社ファンドクリエーション 41,200 1.03

里　野　泰　則 30,600 0.76

丸八証券従業員持株会 30,324 0.75

岩井コスモ証券株式会社 25,800 0.64

(1) 発行可能株式総数 8,000,000株
(2) 発行済株式の総数 4,042,970株
(3) 株主数 3,220名
(4) 大株主（上位10名）

(注) 1. 自己株式を51,869株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社取締役に交付した株式の状況
　該当事項はありません。

3 会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4 会社役員に関する事項

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長 田　島　寛　美

代表取締役社長 鈴　木　卓　也 株式会社エース経済研究所　取締役

取締役 末　安　堅　二 東海東京アカデミー株式会社　非常勤取締役

取締役 山　田　尚　武
弁護士法人しょうぶ法律事務所　代表社員
リーガルAI株式会社　代表取締役
VTホールディングス株式会社　社外取締役

取締役
常勤監査等委員 小　澤　眞　人

取締役
監査等委員 丸　山　弘　昭

株式会社アタックス　代表取締役
アタックス税理士法人　代表社員
トヨタ車体株式会社　社外監査役
フジパングループ本社株式会社　社外監査役

取締役
監査等委員 鈴　木　大　輔

(1) 取締役の状況（2022年3月31日現在）

(注) 1. 末安堅二氏、山田尚武氏、小澤眞人氏、丸山弘昭氏および鈴木大輔氏は、社外取締役であります。
2. 山田尚武氏は弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するものであります。
3. 丸山弘昭氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4. 当社は、情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため小澤眞人氏を
常勤の監査等委員として選定しております。

5. 当社は、末安堅二氏、山田尚武氏、丸山弘昭氏および鈴木大輔氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所へ届け出
ております。

6. 株式会社エース経済研究所は2022年４月30日付で解散いたしました。

-　24　-



(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社と監査等委員である取締役を含む非業務執行取締役5名（末安堅二氏、山田尚武氏、小澤眞人氏、丸山弘昭氏
および鈴木大輔氏）は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、当該保
険契約に係る保険料については、当社が全額を負担しております。

① 当該保険契約の被保険者の範囲
　当社の監査等委員を含むすべての取締役

② 当該保険契約の内容の概要
1）取締役等の個人被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含みます）に起因して、損害賠償請求
された場合の、法律上の損害賠償金および争訟費用を補償する。

2）個人被保険者に対してなされた損害賠償請求により個人被保険者が被った損害を会社が補償（会社補償）す
る場合、この会社補償についても補償する。

③ 当該保険契約により役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　故意または重過失に起因する損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれ
ないように措置を講じております。
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(4) 当事業年度中の取締役の異動
① 退任
　2021年6月25日開催の第79期定時株主総会終結の時をもって、里野泰則氏、石井幸広氏、出口義展氏、　　
松井哲氏および八木澤修氏は取締役を退任いたしました。

② 就任
　2021年6月25日開催の第79期定時株主総会において、鈴木卓也氏、田島寛美氏および末安堅二氏は取締役に
新たに選任され就任いたしました。

③ 当事業年度の取締役の地位・担当等の異動
　上記の就任および退任を除き、該当事項はありません。

(5) 取締役の報酬等
① 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社取締役（監査等委員を除く）の報酬は、固定報酬である基本報酬（月例報酬）および業績連動報酬である
賞与で構成されており、決定方針等は2022年4月28日開催の取締役会で次のとおり決議されております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、報酬等の内容の決定方法および決定さ
れた報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断し
ております。
1）固定報酬と業績連動報酬の支給割合の決定に関する方針
　固定報酬と業績連動報酬の支給割合の決定に関する方針は定めておりません。

2）固定報酬に関する方針
　当社の固定報酬は、各取締役（監査等委員を除く）の与えられる役割と責務に応じた額を、同業他社の報
酬、世間一般の水準、社員給与とのバランス等を総合的に勘案して決定いたします。また、社外取締役（監査
等委員を除く）等の固定報酬は、各取締役（監査等委員を除く）の社会的立場、経験等を勘案して決定いたし
ます。なお、各取締役（監査等委員を除く）の固定報酬の額については、取締役会の承認により代表取締役社
長に一任し、代表取締役社長は、取締役報酬の決定方針等に則り決定いたします。
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3）業績連動報酬に関する方針
　当社の業績連動報酬は、賞与であります。賞与を支給するか否かについては、中期経営計画の進捗と当期の
利益状況、期末の財務状況、株主配当の額等を総合的に判断して決定いたします。また、賞与を支給する場合
は、前述の各項目を総合的に判断し、当期純利益の3～7％を支給総額といたします。
　なお、業績連動報酬の決定方針において当期純利益等を指標としている理由は、企業業績ならびに期間内の
成績を評価する基準として客観的であり、一般的にも定着している適切な指標と考えているためであります。
　また、賞与の個人別の支給額については、代表権を有する取締役が各取締役の固定報酬額を勘案し決定いた
します。

4）役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日および決議の内容
　2016年6月28日開催の定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、年額2億
4,000万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人部分は含まない）、監査等委員である取締役の報酬限度
額は、年額3,600万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除
く）の員数は8名で、監査等委員である取締役の員数は3名です。

5）取締役（監査等委員を除く）の個人別報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、各取締役（監査等委員を除く）の固定報酬の額の配分の決定について、代表取締役社長である
鈴木卓也氏に一任しております。一任した理由は、当社の代表者として全部門を統括している立場であり、当
社全体の業績等を俯瞰しつつ、公平・公正な評価により取締役の報酬額を決定できると判断したためでありま
す。
　また、取締役会は、各取締役（監査等委員を除く）の業績連動報酬の額の決定について、代表取締役会長で
ある田島寛美氏および代表取締役社長である鈴木卓也氏に委任しております。委任した理由は、両氏は当社の
代表取締役であり、当社業績等に関する責任を負うとともに、公平・公正な評価により取締役の報酬額を決定
できると判断したためであります。
　なお、代表取締役会長および代表取締役社長に委任され決定した内容は取締役会にて適正性を確認しており
ます。
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6）取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額の決定過程における、取締役会の主な活動内容
　当事業年度における当社の取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額の決定過程における取締役会の主な活
動は次のとおりです。
ⅰ）2021年6月25日開催の取締役会において、取締役報酬等の決定方針に則り、各取締役（監査等委員を除
く）の固定報酬の額について代表取締役社長鈴木卓也氏に一任いたしました。

ⅱ）2022年3月31日開催の取締役会において、取締役報酬等の決定方針に則り、業績連動報酬である賞与の
総額を取締役会で決定いたしました。

ⅲ）2022年4月28日開催の取締役会において、各取締役（監査等委員を除く）に支給された固定報酬および
決定した業績連動報酬の額が、それぞれ取締役報酬等の決定方針に則った額であることの説明を受け、取締
役会は各取締役（監査等委員を除く）への配分に関する適正性を承認いたしました。

(注) 各取締役（監査等委員を除く）の固定報酬の額の決定および業績連動報酬である賞与の総額の決定については、2022年4月28日開催の
取締役会決議にて承認された「取締役の報酬等の決定方針等」において変更は無く、2021年2月26日開催の取締役会で決定した「取締役
の報酬等の決定方針等」に則って決定しております。

② 取締役（監査等委員）の報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社取締役（監査等委員）の報酬の決定方針等は2022年4月28日開催の取締役会で次のとおり決議されてお
ります。
1）常勤監査等委員である取締役の報酬の決定方針
　常勤監査等委員である取締役の報酬は、他の常勤取締役（監査等委員を除く）の報酬および社員給与等を総
合的に勘案し、監査等委員会で協議のうえ、決定いたします。

2）非常勤の監査等委員である取締役の報酬の決定方針
　非常勤の監査等委員である取締役の報酬は、各監査等委員である取締役の社会的立場、経験等を勘案し、監
査等委員会で協議のうえ、決定いたします。

③ 当事業年度における業績連動報酬に係る指標の目標および実績
　取締役（監査等委員を除く）に支給する業績連動報酬に係る指標の目標は特に定めておりません。
　当事業年度については、当期純利益の額および株主への配当を勘案し、業績連動報酬を支給いたしました。
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

79,380
（11,400）

67,380
（11,400）

12,000
（‐）

‐
（‐）

9
（2）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

24,000
（24,000）

24,000
（24,000）

‐
（‐）

‐
（‐）

3
（3）

合　計
（うち社外取締役）

103,380
（35,400）

91,380
（35,400）

12,000
（‐）

‐
（‐）

12
（5）

会社における地位 氏　名 兼職する法人名等 兼職の内容

社外取締役 末　安　堅　二 東海東京アカデミー株式会社 非常勤取締役

　東海東京アカデミー株式会社は、当社の親会社である東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社の子会社でありま
す。

社外取締役 山　田　尚　武
弁護士法人しょうぶ法律事務所
リーガルAI株式会社
VTホールディングス株式会社

代表社員
代表取締役
社外取締役

　弁護士法人しょうぶ法律事務所、リーガルAI株式会社およびVTホールディングス株式会社と当社との間に、特別な関係はあ
りません。

社外取締役
監査等委員 丸　山　弘　昭

株式会社アタックス
アタックス税理士法人
トヨタ車体株式会社
フジパングループ本社株式会社

代表取締役
代表社員
社外監査役
社外監査役

　株式会社アタックス、アタックス税理士法人、トヨタ車体株式会社およびフジパングループ本社株式会社と当社との間に、特
別な関係はありません。

④ 当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) 1. 上表には、2021年6月25日開催の第79期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員を除く）５名を含んでおります。
2. 業績連動報酬に係る当期純利益は２億88百万円であり、当期の業績連動報酬は当期純利益の4.15％であります。

(6) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
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地　位 氏名 出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 末　安　堅　二
　2021年6月25日就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回の全てに
出席し、取締役会議事進行の任を担うとともに、金融機関における経営者とし
ての経験を活かし発言を行い、経営全般にわたる意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしております。

社外取締役 山　田　尚　武

　当事業年度に開催された取締役会12回の全てに出席し、弁護士としての豊富
な経験と専門知識を活かして発言を行い、特に企業法務の専門的な見地から、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するために適切な役割を果たすと
ともに、当社のコンプライアンス体制について、適宜、必要な発言を行ってお
ります。

社外取締役
常勤監査等委員 小　澤　眞　人

　当事業年度に開催された取締役会12回、監査等委員会14回の全てに出席し、
証券会社等での豊富な実務経験や経営者としての経験を活かして発言を行うな
ど、経営全般にわたる意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割
を果たしております。
　また、オブザーバーの立場で経営会議、コンプライアンス委員会、リスク管
理委員会などの主要な会議の全てに出席するなど、監査の実効性を高め、監
査・監督機能を強化するための適切な役割を果たしております。

社外取締役
監査等委員 丸　山　弘　昭

　当事業年度に開催された取締役会12回、監査等委員会14回の全てに出席し、
公認会計士・税理士としての専門的な知識と幅広い経験を活かして発言を行
い、特に企業会計について専門的な見地から、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するために適切な役割を果たすとともに、当社の財務会計システ
ムについて適宜、必要な発言を行っております。

社外取締役
監査等委員 鈴　木　大　輔

　当事業年度に開催された取締役会12回、監査等委員会14回の全てに出席し、
取締役会においては、証券会社等での豊富な実務経験や経営者としての経験を
活かして発言を行うなど、経営全般にわたる意思決定の妥当性・適正性を確保
するための適切な役割を果たすとともに、監査等委員会において、当社の管理
体制全般について適宜、必要な発言を行っております。

② 当事業年度における主な活動状況

(注) 当事業年度において、社外役員が、当社の親会社等またはその子会社等（当社を除く）から役員報酬として受けた報酬等の額の総額は６百万円
であります。
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5 会計監査人の状況

報酬の内容 報酬等の額（千円）
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 28,000

② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29,800

(1) 会計監査人の名称　EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約上、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を合理的に区分できないことか
ら、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査項目別監査時間および監査報酬の推移
ならびに過去の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間および報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬
等につき会社法第399条第1項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項以外の業務である顧客資産の分別管理の法令遵守に関す
る保証業務を委託し対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当した場合、監査等委員全員の同意に基
づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株
主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、独立性および職務の執行状況等の評価の結果、解任または不再任が
妥当と判断した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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6 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
Ⅰ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容
　当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、当社の業務の適正を確保するための体制および監査等委員会の職
務執行のために必要な体制（内部統制システムの整備に関する基本方針）を2016年6月28日開催の取締役会におい
て、以下のとおり決定しております。

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 取締役および使用人が遵守すべき具体的行動基準として「倫理綱領」を制定し、基本理念、基本方針、倫理コ
ード、勧誘方針について定める。

② 社外取締役を選任し、経営に対する監視機能を充実させる。
③ 「コンプライアンス・プログラム」を制定し、コンプライアンス遵守を徹底する。
④ 社長直轄の内部監査室を設置し、業務監査を中心とした内部監査を実施する。
⑤ 「自主申告制度」ならびに「内部通報制度」等を整備し、違反行為の未然防止、早期発見に努める。
⑥ 反社会的勢力および団体に対して屈することなく、不当要求行為に対しては毅然たる態度で対応するため、
「反社会的勢力に対する基本方針」ならびに「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」を整備し、外部専門
機関と連携しながら関係を遮断する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　経営に関する重要文書や重要情報、営業機密情報、個人情報等について、「文書管理規程」、「個人情報の保護に
関する規程」、「情報管理規程」および「情報セキュリティーポリシー」等を整備して管理し、必要に応じて閲覧可
能な状態を維持する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　企業活動に潜在するリスクを識別し、その低減および危険発生の未然防止のためのリスクマネジメントを推進する
とともに、重大な危機が発生した場合に即応できるよう規程を整備し、委員会等を設置する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 執行役員制度により事業運営に関する迅速な意思決定および機動的な職務執行を推進する。
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② 取締役会の諮問機関として、「コンプライアンス委員会」、「リスク管理委員会」および「審査委員会」の3つ
の委員会を設け、法令遵守の状況やリスク管理の状況等について組織横断型の牽制機能を生かしながら監視、
監督を行う。

③ 業務分掌規程、職務権限規程等を整備し、権限および責任の明確化を図る。

(5) 当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確
保するための体制

① 当社および親会社は、財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告の基本方針」を策定し、法令等に基づく
内部統制の整備、運用および評価をする体制を構築する。

② 当社および親会社は、それぞれの会社において連携担当部署を特定し、必要に応じて内部監査を実施し、業務
の適正を確保する。

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項および当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性
に関する事項

① 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の上、
補助すべき使用人を指名する。

② 監査等委員会が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査等委員会に委譲され、取締
役（監査等委員である取締役を除く）および他の使用人の指揮命令を受けることなく、独立性を確保するもの
とする。

(7) 取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制および監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 取締役および使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項および重大な法令・定款違反を発見した
ときは、法令・社内規程に従い、速やかに監査等委員会に報告する。

② 監査等委員は経営会議等の重要な会議に出席して意見を述べ、会議等に議題および検討事項を提出する等の権
限を有する。また、これらの会議を通じ、業務執行に係る監査等委員会への報告機能を確保する。

③ 監査等委員は、取締役および重要な使用人、会計監査人、内部監査室等にヒアリングし、業務執行状況につい
て説明を受け、意見交換を行い緊密な連携を保つことにより監査の実効性を確保する。

-　33　-



④ 監査等委員会へ報告を行った取締役および使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
うことを禁止し、その旨を当社の取締役および使用人に周知徹底する。

(8) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査等委員会は、監査の方針、監査の方法、監査費用の予算等について決定する。
② 監査等委員がその職務の執行に必要な費用の前払い等の請求をしたときは、職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、速やかにこれに応じる。

(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役会および使用人は、監査等委員会から会社情報の提供を求められたときは遅滞なく提供する。
② 監査等委員会は、必要に応じて独自に弁護士および公認会計士その他の専門家の助力を得ることができる。

Ⅱ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役・使用人の職務執行について
　当事業年度は取締役会を12回開催し、業務執行に関する重要事項を協議・決定するとともに上記に掲げた内部統
制システムの整備に関する基本方針および社内規程に従って、コンプライアンス委員会を11回、リスク管理委員会
を12回、審査委員会を6回開催したほか、コンプライアンス・プログラムに基づいて役職員の研修、商品勉強会等を
定期的に実施するなど、役職員の業務執行の適正性の確保に努めました。また、内部監査室はその運用状況について
モニタリングを行いました。

(2) 監査等委員会の職務執行について
　当事業年度は監査等委員会を14回開催し、監査計画に基づき監査を実施しております。また、取締役会のほか、
経営会議等の重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人ならびに内部監査室等と定期的に情報交換等を行い、取
締役の職務執行の監査、内部統制の整備ならびに運用状況を確認しております。
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コーポレートガバナンス体制図（2022年３月31日現在）
株主総会

選任・解任 選任・解任

取締役会

経営会議

監査等

報告

報告

選定・解職・監督

報告

会計監査人

相当性の判断

報告

リスク管理委員会

監査

指示・監督

監査等委員会

報告

選任・解任コンプライアンス委員会

各本部
・お客様本部
・商品本部
・マネジメント本部
・コンプライアンス本部

報告

会計監査

審査委員会

監査等委員である取締役

指示・監督

内部監査室

代表取締役

7 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置付けており、企業価値の向上を踏まえた内部留保に
配慮しつつ、安定的かつ継続的に配当性向30％を目指すことを基本方針としております。
　当事業年度の年間配当金につきましては、上記方針に基づき、財務状況等を総合的に勘案し、2022年5月25日開
催の取締役会決議により、1株当たり40円（期末配当40円）とさせていただくことといたしました。
(注) 当社は、2009年6月20日開催の第67期定時株主総会において、機動的な配当政策を図るため、定款に規定される剰余金の配当等の決定機関を

「株主総会」から「取締役会」に変更しております。
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科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金・預金
預託金
顧客分別金信託
トレーディング商品
商品有価証券等
約定見返勘定
信用取引資産
信用取引貸付金
信用取引借証券担保金
立替金
短期差入保証金
前払費用
未収収益
その他の流動資産
固定資産
有形固定資産
建物
器具備品
無形固定資産
電話加入権
ソフトウェア
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
従業員に対する長期貸付金
長期差入保証金
長期前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

9,036,073
3,986,490
1,500,000
1,500,000
747,677
747,677
41,253

2,486,390
2,476,258
10,131

29
170,000
23,222
79,999
1,010

664,448
158,324
114,609
43,714
3,247
100
3,147

502,876
69,008
2,000
1,500
782

367,889
1,976
33,515
44,205
△18,000 　

負債の部
流動負債 2,158,185
信用取引負債 508,113
信用取引借入金 482,167
信用取引貸証券受入金 25,946
預り金 1,046,268
顧客からの預り金 528,987
その他の預り金 517,281
受入保証金 301,246
未払金 43,418
未払費用 102,004
未払法人税等 71,533
賞与引当金 85,600
固定負債 74,516
資産除去債務 73,516
その他の固定負債 1,000
特別法上の準備金 18,382
金融商品取引責任準備金 18,382
負債合計 2,251,084
純資産の部
株主資本 7,460,704
資本金 3,751,856
資本剰余金 336,225
資本準備金 320,490
その他資本剰余金 15,734
利益剰余金 3,486,378
利益準備金 154,460
その他利益剰余金 3,331,917
繰越利益剰余金 3,331,917

自己株式 △113,755
評価・換算差額等 △11,268
その他有価証券評価差額金 △11,268
純資産合計 7,449,436

資産合計 9,700,521 負債・純資産合計 9,700,521

計算書類

貸借対照表（2022年3月31日現在） (単位：千円)

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科目 金額
営業収益 2,864,693
受入手数料 1,924,176
委託手数料 1,352,168
引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 3,281
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 404,009
その他の受入手数料 164,716
トレーディング損益 872,299
金融収益 68,217
金融費用 16,909
純営業収益 2,847,784
販売費・一般管理費 2,444,809
取引関係費 253,259
人件費 1,465,476
不動産関係費 164,468
事務費 433,694
減価償却費 34,125
租税公課 49,099
その他 44,685
営業利益 402,974
営業外収益 50,009
投資有価証券売却益 39,598
受取配当金 8,892
その他 1,517
営業外費用 434
その他 434
経常利益 452,549
特別損失 3,083
金融商品取引責任準備金繰入れ 3,083
税引前当期純利益 449,465
法人税、住民税及び事業税 147,123
法人税等調整額 13,484
当期純利益 288,857

損益計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） (単位：千円)

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金
その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
当期首残高 3,751,856 320,490 15,734 336,225 134,505 3,262,572 3,397,078

当期変動額

剰余金の配当 19,955 △219,512 △199,556

当期純利益 288,857 288,857

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － 19,955 69,345 89,300

当期末残高 3,751,856 320,490 15,734 336,225 154,460 3,331,917 3,486,378

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △113,693 7,371,465 △24,937 △24,937 7,346,528

当期変動額

剰余金の配当 △199,556 △199,556

当期純利益 288,857 288,857

自己株式の取得 △61 △61 △61
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 13,669 13,669 13,669

当期変動額合計 △61 89,239 13,669 13,669 102,908

当期末残高 △113,755 7,460,704 △11,268 △11,268 7,449,436

株主資本等変動計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
(単位：千円)

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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注記事項
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準および評価方法
　トレーディング商品に属する有価証券およびデリバティブ取引等については、時価法を採用し、売却原価は移動平均法により算
定しております。

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法
① 関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

1）市場価格のない株式等以外のもの
　決算日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表価額とし、取得原価ないし償却原価との評価差額を全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法によっております。

2）市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法ないし償却原価法によっております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　15年～18年
器具備品　５年～10年

（少額減価償却資産）
　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアの耐用年数については、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(4) 引当金および準備金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収不能見込み額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額を計上しております。

③ 金融商品取引責任準備金
　証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５に従い、金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定め
るところにより算出した額を計上しております。
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(5) 収益および費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な業務における主な履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常の
時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　1）委託手数料は、主に株式等の売買注文の取次ぎから生じる手数料であります。売買注文を流通市場に取次ぐ履行義務は約

定日等に充足されるため、当該一時点で収益を認識しております。
　2）引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は、有価証券の引受け、売出し（有価証券の買付けの申し込みま

たは売付けの期間を定めて行うものに限る。）または特定投資家向け売付け勧誘等を行ったことにより発行会社等から受
入れる手数料であります。一般的に、条件決定日に引受責任を負う義務等を充足したとして、当該一時点で収益を認識し
ております。

　3）募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、有価証券等の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募もし
くは特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いを行ったことにより引受会社等から受入れる手数料であります。一般的に、募
集等申込日に販売等の義務を充足したとして、当該一時点で収益を認識し、受益証券等で売買形式による場合は委託手数
料に準じて収益を認識しております。

　4）その他の受入手数料に含まれる投資信託の運用、管理により生じる委託者報酬および代行手数料は、投資信託の信託約款
に基づき、投資信託財産の日々の純資産総額に対する一定割合を収益として認識しております。

(6) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を充たしている為替予約については、振当処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ方針
　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約の締結時に外貨建による同一金額で同一期日の為替予約を外貨建金銭債権債務等にそれぞれ振当てており、その後
の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているため決算日における有効性の評価を省略しております。

(7) 消費税等の会計処理の方法
　税抜き方式によっており、控除対象外の消費税等については、販売費・一般管理費に計上しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しております。
当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業
年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４
日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用すること
といたしました。

当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
(繰延税金資産の回収可能性)

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産（純額）33,515千円

（繰延税金負債と相殺前の金額は53,546千円です。）
② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報

1）算出方法
　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得およびタックス・プランニングに基づき、繰延税金資産の回
収可能性を判断しております。
　また、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」において、分類3に該当するとし
て、一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、将来の合理的な見積可能期間以内の見積課税所得の範囲内で計上して
おります。見積課税所得は翌事業年度の予算を基礎とし、一定のストレス値をかけた上で見積りを行っております。

2）主要な仮定
　課税所得の見積りの基礎となる主要な仮定は、予算およびストレス値となります。
ⅰ）予算

　予算は過去の実績をもとに、国内外における将来の相場の見通しやマーケット環境の変化、足元の資金の流出入状況や
顧客預り資産の推移等といった前提を考慮し、営業方針とともに決定しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の流行が翌事業年度の業績に与える影響については軽微であると想定しております
が、その規模や期間によっては、業務に支障をきたし、業績に影響を及ぼす可能性があります。

ⅱ）ストレス値
　ストレス値は、収益および費用の過年度の予算達成率を参考に算出しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
　国内外における将来の相場の見通しやマーケット環境の変化の予測は不確実性が高く、課税所得の見積額が変動することに
より、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可能性があります。
　翌事業年度の実績値が、ストレス値をかけた予測値から想定以上に乖離し、所得が減少した場合には、繰延税金資産の取崩
しが発生する可能性があります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 312,713千円

(2) 担保に供している資産および担保に係る債務
① 担保に供している資産

定期預金 100,000千円
② 担保に係る債務

短期借入金 －千円

(3) 差し入れた有価証券の時価額

信用取引貸証券 27,569千円
信用取引借入金の本担保証券 480,941

計 508,510

(4) 担保として差し入れを受けた有価証券および借り入れた有価証券の時価額
信用取引貸付金の本担保証券 2,268,845千円
信用取引借証券 9,761
受入保証金代用有価証券 1,565,432

計 3,844,038

(5) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務
短期金銭債権 50千円
短期金銭債務 304,893千円

営業取引による取引高
販売費・一般管理費 43,511千円

4. 貸借対照表等に関する注記

（注）上記のほかに、信用取引借入金の担保として保管有価証券226,716千円、為替予約取引の担保として定期預金30,000千
円を差し入れております。

5. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 4,042,970株 － － 4,042,970株

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 51,831株 38株 － 51,869株

（決議） 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
2021年5月25日

取締役会 普通株式 199,556千円 50.00円 2021年3月31日 2021年6月11日

（決議） 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年5月25日
取締役会 普通株式 利益剰余金 159,644千円 40.00円 2022年3月31日 2022年6月９日

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
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賞与引当金 26,193千円
減価償却費超過額 5,775
資産除去債務 22,496
金融商品取引責任準備金 5,625
投資有価証券評価損 17,283
未払事業税 7,816
その他 23,333
繰延税金資産　小計 108,523
評価性引当額 △54,976
繰延税金資産　合計 53,546

資産除去費用 △19,652
その他 △378
繰延税金負債　合計 △20,031
繰延税金資産の純額 33,515

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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8. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、個人向けの対面営業による有価証券の売買等の媒介、取次または代理、募集・売出しの取扱いおよび株券トレーデ
ィング等の有価証券の売買等、金融商品取引業を中核とする投資金融サービス業を主な事業の内容としております。
　これらの事業は主として自己資金で行っておりますが、信用取引に係る資金については、証券金融会社からの資金調達もし
ております。また、将来の資金需要に備え、取引金融機関と当座貸越契約等を締結しております。
　資金運用については、短期的な預金の他、顧客の委託を受けて行う信用取引に係る株式買付代金の貸付業務および自己の計
算に基づき行うトレーディング業務等を行っております。
　デリバティブ取引については、外国証券の売買代金決済のため為替予約取引を行っており、投機目的の取引は行わない方針
です。

② 金融商品の内容および当該金融商品に係るリスク
　当社が保有する金融資産は、主として、事業資金としての現金・預金、顧客からの預り金等を法令に基づき信託する顧客分
別金の預託金、自己の計算に基づき保有する株券や債券等のトレーディング商品、純投資目的や事業推進目的で保有する投資
有価証券および顧客に対する信用取引貸付金等があり、金融負債は、主として、証券金融会社からの信用取引借入金がありま
す。
　預金については、ペイオフ対策として基本的には当座預金および普通預金（決済性預金）としております。また、預託金
（顧客分別金信託）については、その運用に対して元本補填のある信託契約となっております。
　保有するトレーディング商品および投資有価証券については、市場価格が変動することによる市場リスクや発行体がデフォ
ルト状態になる等の信用リスクに晒されています。
　信用取引貸付金については、担保として現金あるいは有価証券を徴求しておりますが、株式相場の急激な下落による信用取
引建玉に予想を超える評価損が発生した場合には、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。
　また、短期借入金および信用取引借入金については、業績悪化等により金融機関からの調達が困難となる場合や、通常より
も高い金利での調達を余儀なくされる資金流動性リスクに晒されております。

-　45　-



③ 金融商品に係るリスク管理体制
1）信用リスクの管理

　信用取引に係る信用リスク管理については、社内規程に基づき、日々個々の顧客の担保管理を行っております。なお、当
社の信用取引残高の上限額については、半期ごとに取締役会で決定しております。
　投資有価証券に係る信用リスク管理については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直
しております。
　預金、顧客分別金信託に係る信用リスク管理については、国内の信用力の高い金融機関を中心に預け入れることを基本的
な方針としております。

2）市場リスクの管理
ⅰ）トレーディング商品に係る市場リスク管理については、取締役会において運用の基本方針を定め、当社の財務状況およ

び市場環境などの変化に応じて適宜これを見直しております。その運用方針に沿った社内規程に基づき、商品ごとにポ
ジション枠を設けたうえで、損失限度額をロスカットルールにより定めております。リスク管理担当部署においては、
このポジション、損益両面から市場リスクに対する日常的なモニタリングを行い、日々経営陣等に報告しております。

ⅱ）市場リスクに係る定量的情報
　当社は、トレーディング商品および金融商品取引所に上場されている投資有価証券等について、自己資本規制比率を算
定する際の標準的方式を用いて、市場リスク相当額を算定しております。
　2022年3月31日（当期の決算日）現在、当社の市場リスク相当額は124,574千円であります。
　なお、2021年3月31日（前期の決算日）現在の当社の市場リスク相当額は77,984千円でありました。

3）流動性リスクの管理
　財務部にて資金管理表を作成し、日々経営陣に報告を行っております。また、必要に応じて金融機関から流動的な資金が
調達できる体制を構築しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な
ることもあります。
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貸借対照表計上額 時価 差額
（１）商品有価証券等および投資有価証券 778,589 778,589 －

① 売買目的有価証券等 747,677 747,677 －
② その他有価証券 30,912 30,912 －

資産計 778,589 778,589 －
（２）デリバティブ取引（※1）

① ヘッジ会計が適用されていないもの 262 262 －
② ヘッジ会計が適用されているもの（※2） （382） （382） －

デリバティブ取引計 （119） （119） －

(単位：千円)
区分 貸借対照表計上額

投資有価証券（非上場株式） 38,096
関連会社株式 2,000

合計 40,096

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。また、現金・預金、
預託金、約定見返勘定、信用取引資産、信用取引負債、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。

(単位：千円)

(※1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目は、（　）で示しております。
(※2) デリバティブ取引は、為替予約等の振当処理によるもので、ヘッジ対象とされている約定見返勘定等と一体として処理されているため、その時

価は約定見返勘定等に含めて記載しております。

（注) 市場価格のない株式等は次のとおりであり、投資有価証券（非上場株式）は金融商品の時価情報の「その他有価証券」には
含まれておりません。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しておりま

す。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな

る資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

商品有価証券等および投資有価証券
　商品有価証券等
　　売買目的有価証券等
　　　株式 570,117 － － 570,117
　　　上場投資信託 177,560 － － 177,560
　投資有価証券
　　その他の有価証券
　　　株式 30,912 － － 30,912
デリバティブ取引
　通貨関連 － 262 － 262

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
(単位：千円)

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
該当事項はありません。

（注1）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
商品有価証券等および投資有価証券

上場株式および上場投資信託は相場価格を用いて評価しております。上場株式および上場投資信託は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（注2）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
金銭債権については、１年以内の償還予定のもののみとなっております。

（注3）金銭債務については、１年以内に返済予定のもののみとなっております。
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属性 会社等の名称
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

親会社の
子会社

東海東京証券
株式会社 該当なし 有価証券の

売買等
外国株券等の
国内店頭取引

（注）1
33,090,131

約定見返勘定
（負債）
（注）2

302,385

受入手数料
委託手数料
引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料
その他の受入手数料

（うち、投資信託の代行手数料）

1,352,168
3,281

404,009
164,716

(158,346)

顧客との契約から生じる収益 1,924,176

その他の収益 940,517

営業収益 2,864,693

9. 持分法損益等に関する注記
　損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、記載を省略しております。

10. 関連当事者との取引に関する注記

兄弟会社等

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）1. 外国株券等の国内店頭取引については、時価を基準として適正と判断する価格を決定しております。

2. 約定見返勘定の期末残高については、資産と負債を相殺して記載しております。
3. 取引金額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

11. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
(単位：千円)
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当事業年度

顧客との契約から生じた債権の残高（期首残高） 115,882

顧客との契約から生じた債権の残高（期末残高） 79,999

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 (5) 収益および

費用の計上基準」に記載しております。

(3) 当事業年度および翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた債権の残高は以下の通りです。

（単位：千円）

12. 1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 1,866円51銭
(2) 1株当たり当期純利益 72円37銭

13. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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EY新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所
指定有限責任社員 公認会計士 伊加井　真　弓業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 森　重　俊　寛業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2022年5月16日

丸八証券株式会社
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、丸八証券株式会社の2021年4月1日から2022年3月
31日までの第80期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計
方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。

監査報告

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第80期事業年度における取締役の職務の執行に

ついて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しま

した。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

丸八証券株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 小　澤　眞　人 ㊞
監査等委員 丸　山　弘　昭 ㊞
監査等委員 鈴　木　大　輔 ㊞

2022年5月25日

(注) 常勤監査等委員小澤眞人並びに監査等委員丸山弘昭及び鈴木大輔は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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会場 名古屋栄ビルディング　12階特別会議室
（名古屋市東区武平町5－1）

交通機関の
ご案内

地下鉄東山線・名城線「栄」駅下車　5番出口より東へ徒歩約1分
※駐車場はありませんのでご注意ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図
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本総会ではご来場者様へのお土産の配布を中止いたします
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